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【健康被害救済業務の充実】

健康被害救済制度は、セイフティ・トライアングルの一角を担う我が国独自の
制度であり、国民が健康被害を受けた「イザというとき」に医師や薬剤師等に
相談することで確実に制度の利用に結びつけるとともに、引き続き、請求事案
の迅速な処理など適切な運用を行う。

① 必要なときに確実に救済制度の利用に結びつけるための仕組みづくり

ホームページや新聞広報等の媒体を活用して一般国民に救済制度の周
知を図るほか、医療関係者自体が広報メディアとして「救済制度の利用
への橋渡し役」となっていただけるよう、関係者に働きかけを行う。

通年実施

集中広報

制
度
広
報

医療機関等が実施する研修会への講師派遣による制度説明

ポスター、リーフレット、小冊子 等、広報資材の提供・配布

「薬と健康の週間」をきっかけとする１０月～１２月に実施
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【健康被害救済業務の充実】

一般国民

医療関係者

ポスター
リーフレット
小冊子、Ｑ＆Ａ

テレビＣＭ

ホ ー ム ペ ー ジ

PMDAメディナビ

フリーダイヤル

通 年 広 報

集 中 広 報

新聞＇全国紙（

雑誌

ＷＥＢ広告
●バナー
●リスティング

医療関係
新聞・雑誌

専門誌<記事>

ラジオ特番

研修会、説明会
学会等

周 知

理解促進

受診・相談

救済制度の案内・説明
（周知から）

診断書・投薬証明書等作成、
その他必要な協力（利用へ）

請求 ＰＭＤＡ

誰よりも知ってほしい。
伝えてほしい。

広報活動の概要
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「お薬を正しく使えば、
副作用は出ない？」

「いいえ、まれに重い
健康被害を起こすこと
があります。」

「あなたも知って下さい。
医薬品副作用被害救済
制度」

「詳しくは、PMDAへ」

“カチャ”＇クリック音（

【健康被害救済業務の充実】

◇ 一般国民 ・・・ 実際に健康被害を受けた際に、健康被害救済制度を思い出して
ＰＭＤＡや医師、薬剤師等に相談することで、制度の利用に結び
つける。

〔集中広報〕

● テレビＣＭ ＜インフォマーシャル＞ 10/17 ～ １週間
テレビ東京系列 ネット６局
＇テレビ北海道、テレビ東京、テレビ愛知、テレビ大阪、テレビせとうち、ＴＶＱ九州放送（
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● 新聞＇全国紙（広告
朝日、読売、毎日、産経 ＇10/19（
日経 ＇10/21（

● ＷＥＢサイト
・・・ バナー広告

Yahoo! JAPAN
MSNリーチパック

・・・ リスティング広告
Yahoo! JAPAN
Google

● テレビ、新聞＇夕刊（、雑誌における
パブリシティ

● ポスター・リーフレット・小冊子等の
広報資材の配布・提供

● 調剤薬局における“薬局ビジョン”に
よる制度紹介、ポスター掲出

【健康被害救済業務の充実】
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【健康被害救済業務の充実】

新 聞 広 告

＜全５段 モノクロ＞
◆朝 日 新 聞 掲載日：１０月１９日＇土（ 朝刊 全国版
◆読 売 新 聞 掲載日：１０月１９日＇土（ 朝刊 全国版
◆日本経済新聞 掲載日：１０月２１日＇月（ 朝刊 全国版

＜全５段半 モノクロ＞
◆毎 日 新 聞 掲載日：１０月１９日＇土（ 朝刊 全国版
◆産 経 新 聞 掲載日：１０月１９日＇土（ 朝刊 全国版

全５段 イメージ 全５段半 イメージ
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【健康被害救済業務の充実】

ホームページ 特設サイト

バナーをクリックすると特設サイトトップへ遷移
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【健康被害救済業務の充実】

ホームページ 特設サイト
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【健康被害救済業務の充実】

◇ 医療関係者 ・・・ 医師、薬剤師等の医療関係者に対する救済制度の理解促進を
図り、重篤な副作用が発生した場合には正確な情報が患者に
伝達・説明されることで、制度の利用に結びつける。

⇒医療関係者自体の広報メディア化による、「周知」から「利用」への橋渡し！

〔集中広報〕

● 医療関係新聞、雑誌への広告掲載

● 専門誌への制度紹介記事掲載、
あわせて、オンライン上にも転載、特設サイトへもリンク

● ラジオ特番＇ラジオNIKKEI 医療専門ゾーン（での制度紹介等、
あわせて、インターネットオンデマンド配信、特設サイトへもリンク

● 医療機関における“院内ビジョン”による制度紹介

● “ＰＭＤＡメディナビ”により制度案内＇特設サイトへのリンク（
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【健康被害救済業務の充実】

日経メディカル１２月号掲載記事

出典：日経メディカル12月号／日経BP社
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② 請求事案の迅速な処理

第２期中期計画においては、総決定件数＇支給・不支給件数（のうち、
 ８ヶ月以内の処理件数７０％以上を維持しつつ
 ６ヶ月以内の処理件数６０％以上を目標として

迅速な事務処理に努めることにより、６ヶ月以内の処理件数が増加した
ところ。

第３期中期計画期間においても、請求件数の増が見込まれるなかで、
 請求者の負担軽減
 業務の効率化 とともに、
 事務処理体制の充実・強化

を図ることで、健康被害に遭われた方々の早期救済に向けて迅速な処理
ができるよう目標を維持する必要がある。

【健康被害救済業務の充実】

 請求の手引き、請求時のチェックリストの随時見直し
 診断書、投薬証明書の記載要領の拡充及び見直し
 専門委員の充実・確保
 事務処理に要する人員確保による体制強化

引き続き、さらに、
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【副作用被害救済の実績】

※「処理中件数」とは、各年度末時点の数値。
※※「達成率」とは、当該年度中に決定されたもののうち、８ヶ月以内、６ヶ月以内に処理できたものの割合。

年 度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度＇4～9月（

請 求 件 数 1,052件 1,018件 1,075件 1,280件 664件
決 定 件 数 990件 1,021件 1,103件 1,216件 625件

支給件数 861件 897件 959件 997件 501件
不支給件数 127件 122件 143件 215件 123件
取下げ件数 2件 2件 1件 4件 1件

処 理 中 件 数 ※ 746件 743件 715件 779件 818件
８ ヶ 月 以 内
処 理 件 数 733件 765件 809件 923件 539件
達 成 率 ※※ 74.0％ 74.9％ 73.3％ 75.9％ 86.2％
６ ヶ 月 以 内
処 理 件 数 360件 434件 534件 553件 395件

達 成 率 ※※ 36.4％ 42.5％ 48.4％ 45.5％ 63.2％

処理期間＇中央値（ 6.8月 6.4月 6.1月 6.2月 5.7月

【健康被害救済業務の充実】

参 考
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年度別支給件数及び支給額の推移
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【健康被害救済業務の充実】

請求件数の増加


